


本⽇は、⼈材戦略を経営戦略の⼀つとして明確に打ち出している当社の「働き⽅改⾰」について、
その背景や進化の過程、ポイントになる考え⽅等を「執⾏」及び「監督」の⽴場から説明する。

更に企業価値算定式で⾔えば、主に「資本コスト」の低減に繋がる説明を⾏う。
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【以下、⼩林CAO説明】

働き⽅改⾰は、通常、労働環境の改善や従業員モチベーションアップ等という⽂脈で
語られるのが常ではあるが、本⽇は「サステナビリティ（持続可能性）」という視点を加え、
当社が⾏なってきた改⾰を説明する。
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1999年に⼈事制度を⼤改訂し、それ以降、当社が⽬指していたのは「働きやすい会社」
であった。多くのチャレンジを⾏ってきたが、理想だけが先⾏した「働きやすい会社」
になりつつあった。

それには⼤きく2つの要因が、絡んでいた。

1つ⽬は、現実から乖離した多くの数値⽬標を設定したこと。
無理に⽬標を達成しようとするが故に、却って現場にミスマッチが⽣じた。
2つ⽬は、働きやすさを追求するがあまり、制度が不⽤意に拡⼤し「権利」のみを主張する
社員が増えてしまったこと。

そのため、改⾰が必要となった。
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2010年に岡藤が社⻑に就任し、まずはニーズの⾼かった社内託児所を設置するとともに、
過去の諸問題を⼀掃し、働き⽅改⾰に着⼿した。

従い、改⾰のスタートを2010年としている。

当時、改⾰を⾏うに際し、当社には外すことが出来ない2つの⼤前提があった。
それは、現在も持続している前提である。

１つ⽬の前提は、当社の社員数は財閥系商社と⽐較し、圧倒的に少ないことである。
上記のグラフが⽰すように（当社は⼀番下のブルーのライン）、当社の社員数は
⼀貫して他商社の7割程度であり、この少数精鋭体制は堅持して⾏かなくてはならない。

２つ⽬の前提は、当社の対⾯のお客様は、多くが消費者に近いところにおり、当社社員も
現場の近くで、お客様と共にあらねばならない、ということである。
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この2つの⼤前提の下に、新たに働き⽅改⾰にて⽬指したことは、次の5点である。

・少ない社員数故に、⼀⼈ひとりが他商社よりもより⼒を発揮できる環境でなくてはならないこと
・働きやすさだけではなく、成果もしっかり求めた「厳しさ」を伴う、社員のやりがいを⽬指すこと
・成果を挙げたならば、社員を含む全てのステークホルダーに還元すること
・定量的な⽬標を、連結純利益を従業員数で割った「労働⽣産性」とすること
・改⾰は、当社創業の精神で企業理念でもある「三⽅よし」の精神に則って⾏うこと
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次に働き⽅改⾰により、労働⽣産性を押し上げるための概念図を⽰す。

少ない社員数で成果を挙げるには、まずは社員が効率的に働かなくてはならない、
活き活きと⾼いモチベーションを維持しなくてはならない、また、能⼒が⾼くなくてはならない。
そして何よりも重要なのが、⼀⼈ひとりの社員が健康でなくてはならないこと。

それらが相乗して労働⽣産性を押し上げていく。
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ここに⽰しているのは、主たる働き⽅改⾰の時系列における変遷である。

本⽇は⾚枠で囲った諸政策について順次、説明する。
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「朝型勤務」
これはトップの強烈なイニシアチブで始まった。夜の残業を廃し、朝にシフトすることにより、
仕事の効率を上げるというもの。そのためのインセンティブとして、朝に業務を⾏う場合は、
深夜残業と同じ割増賃⾦を⽀払い、⽇々、多彩な朝⾷を無償で⽤意した。

実施後、直ちに成果が表れ、20時以降の残業は、30％から5％に減少。夜10時以降の
深夜残業は10％からほぼゼロとなった。併せて、電気使⽤量や、タクシー代等も⼤きく減少。
当時は度肝を抜く変⾰であったが、多くの社員、労働組合からも歓迎された。

また、朝型勤務は驚くほどの反響を呼び、開始後、数百社に及ぶ企業、団体から⾒学の
申し⼊れがあった。当社はその全てを受⼊れ、また、持てるノウハウの⼀切も提供した。

政府からも注⽬され、2014年6⽉には政府の「⽇本再興戦略」の中に取り⼊れられ
閣議決定された他、2015年には政府の推奨により、経団連が各企業に通達。
政府も「ゆう活」という名称で取組みを開始。
⽇本社会の中に1つの⼤きなうねりを作ることに⾄った。
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「伊藤忠健康憲章」
当社では社員の健康が、経営上、重要であることを以前から認識し、充実した社内医療体制
を敷いていた。2016年には改めて「社員の健康が全てのステークホルダーの発展に寄与する
礎であること」を宣⾔した健康憲章を採択し、ホームページ上で開⽰している。朝型勤務の
導⼊も相まって、健康経営の成果が定量的にも実証されている。
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「がんと仕事の両⽴⽀援」
導⼊経緯について説明する。これは１つのストーリーが会社を⼤きく動かしたという実例である。

2017年に、がんを患い⻑い間闘病⽣活を送っていた社員から岡藤宛に届いた1通のメールが
そのきっかけである。当時、ある経済誌に「幸せな会社ランキング」が掲載され、当社は第2位
であった。それを知ったその社員が、闘病中も会社や先輩同僚後輩から良くしてもらっている
ことを受け、「私にとって伊藤忠は2番ではなく、⽇本で⼀番いい会社です。病気を克服して
会社に戻りたい。」と岡藤にメールを出した。胸を打たれた岡藤は、それを本⼈に了解を
取った上で社内イントラに公開、「皆で彼が⼀⽇でも早く復帰できるように祈ろう」と訴えた。

残念ながらその2週間後にその社員は亡くなった。告別式で、岡藤は故⼈が⾔ってくれたように、
この会社を必ずや⽇本⼀いい会社にする、と涙ながらに霊前に誓い、その思いを改めて
全社員にメッセージで伝えた。その結晶が2017年7⽉に発出された「がんに負けるな」と
タイトルされた全社員宛メッセージである。
この中で、社員をがんにさせない、なってしまっても最先端医療で治療させる、万が⼀、願い
叶わず不幸な結果になっても、残された家族に⼼配がないようにする。お⼦さんが何⼈いようとも、
その⼦が⼤学院を卒業するまでの教育費を、私⽴⽔準で会社が補助する。加えて、残された
配偶者が仕事を希望されれば、必ず当社または当社グループの中にそれを⽤意する。将来
お⼦様が成⻑され、就職をされる時に、もしも当社グループの就職を希望されるならば、必ず
そのポストを⽤意する、ということを宣⾔した（P.14参照 ）。

どんな時も「あなたの居場所はここだ」「社員は家族だ」と、結んでいる。これら⼀連のストーリーは
社内に⾮常に⼤きな反響と共感を呼んだ。また、広く報道されたこともあり、国の内外を問わず、
当社とは関係のない、津々浦々の⼀般の⽅々からも多くの応援のお⼿紙やメールを頂いた。
その中には涙なくしては読めないものも多数あった。岡藤はその全てに返信を⾏った。
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「がんと仕事の両⽴⽀援」
全体像はこちらの通り。代表的な取組み（⾚字部分）のみを紹介する。
【予防】
・国⽴がん研究センターとの提携
・社員へのがん特別検診を定期的に実施
【治療】
・保険対象外である、がん先端医療費⽤を会社が負担
【共⽣】
・職場での、治療と仕事の両⽴を⽀援する体制を整備

がんと仕事の両⽴⽀援政策を論じるときに、⼀つ重要なポイントがあることを次で説明したい。
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がんは⽇本⼈の2⼈に1⼈が罹患すると⾔われている。しかし、⼥性の罹患年齢は男性よりも
若く、このグラフが⽰す通り、就労年代に多くの⽅が罹患している。男性の罹患は⾼齢に
なってからが中⼼である。これは婦⼈科系のがんの発症年代が早いことが原因として
挙げられる。就労年代における⼥性のがんの発⽣率は男性の2倍から３倍となる。従い、
⼥性の活躍⽀援を⾏うにおいて、この問題は避けては通れない。⼥性に活躍してもらいたいと
願う企業であれば、⼥性が就労年代でがんに罹患しても、その治療と仕事を両⽴する仕組み
は必須のインフラであり、また、そうでなければ、⼥性が働き続けられる「持続可能性」は
制限されることになる。

なお、当社のがんとの共⽣政策については、厚⽣労働省をはじめとする多くの諸団体から表彰を
受けることが出来た。恐縮ではあるが名誉なことだと考えている。また、本⼈の了解があれば、
国⽴がん研究センターには、当社が管理する本⼈の健康診断データを全て渡している。
国⽴がん研究センターは、通常は患者の受診時点のみの臨床データしか持たないため、本⼈の
未病時代の健康データが活⽤できることは、より有益な治療対応に繋がるだけでなく、がんの
研究においても重要な資料となり、がん撲滅に対する⼤きな貢献であると評価を頂いている。
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「コロナ対策」
2年以上に亘るコロナ禍において、当社が採って来た施策について説明する。

当社の外せない働き⽅の前提として「現場主義」がある。コロナ禍にあっても、当社のお客様は
現場におり、スーパーにはいつ⾏っても商品が溢れ、コンビニエンスストアは営業し続け、宅配も
滞りなく届く。何気ない⽇常の⽣活を途切れぬようにしているのは、現場を守る⼈達であり、
そのビジネスを⼤事にしているのが当社である。当社では社員の安全を守るために、迅速に
社内、グループ企業内に堅固な防疫体制を敷き、勤務体制を24回に亘り変更し、
現場対応を続けた。
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昨年、ワクチンの職域接種が開始された時には、⽇本最速のスピードで接種を実施し、社員の
安全を確保した。初⽇には当時の加藤官房⻑官が視察に来られた。

当社では最速職域接種会場として、会場の設営⽅法、運営マニュアルの提供、そして⽇々の
接種運営記録を毎⽇当社ホームページ上に公開、更新し続けた。また、視察のご要望も全て
受け⼊れ、後進会場設営の利便性の向上を図ってきた。

また、職域接種の対象者には、当社社員、関係者だけではなく、保育⼠1,500名を対象と
したことで、その後の各⾃治体の保育⼠優先接種枠設定の動きへと繋がっていった。これらの
姿勢は、当社だけに恩恵が与えられれば良いということではなく、当社の「三⽅よし」の精神から
導かれた政策の例と⾔えるであろう。
なお、迅速な職域接種の実⾏に対し、後⽇、菅前総理に個別にお⽬にかかり、感謝のお⾔葉
を直接頂戴した。
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当社が改⾰当初より⽬指していたのは労働⽣産性の向上である。
改⾰の実施以降、2021年度末で2010年度の5.2倍へと拡⼤した。
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当社ステークホルダーへの還元については、2010年度から2021年度末にかけ、株主配当は
6.1倍、株価は4.4倍へと⼤きく拡⼤し、株主様への還元はしっかり⾏うことが出来ていると
考えている。なお、2022年度の株主配当は130円を下限とすることを約束しており、その場合
には、株主配当は7倍を超える。この間、従業員の給与も年収ベースで20％増えている。
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昨年、当社取締役会の任意諮問委員会として「⼥性活躍推進委員会」を設置。委員⻑を
当社独⽴役員である村⽊社外取締役が担っている。

委員会では過去からの当社の働き⽅改⾰関連諸施策を検証し、新たな提案が為された。
また、⼥性役職者の抜擢登⽤も順次進めている。⼥性活躍を意図する委員会なるものは
世の中に多数あると思うが、取締役会の任意諮問委員会としての設置は稀有である。

今後、当委員会では定期的に取締役会への答申を⾏っていく予定であり、⼥性がより活躍
できる⼟壌を拡⼤していく所存である。
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当社では2-3年に⼀度⼤規模な社員意識調査（エンゲージメントサーベイ）を⾏っている。

社員のモチベーションを⽰す指標において、当社では⽇本を代表する企業群においてトップクラス
の数字となっているが、3年前の数値との⽐較では、⼀部に若⼲の低下が⾒られた。特に若い
世代や⼥性の価値観の多様化に対応した施策の必要性を認識している。
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当社の働き⽅も、先に説明した当社の外せない前提を維持した上で、次のステージへ
進まなくてはならない。

2022年5⽉より、社員の働き⽅に、より柔軟性を持たせ、早く来て早く帰るという精神を反映
した「朝型フレックスタイム制度」を導⼊。加えてコロナ禍でない通常期においても、在宅勤務を
可能とし、「朝型フレックスタイム制度」と併⽤しながら、仕事・⽣活スタイルに合わせた柔軟な
働き⽅の実現を⽬指している。

また、育児両⽴⼿当や不妊治療のための休暇を新設し、男⼥問わず仕事と私⽣活の両⽴を
⽀援している。
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それでは最後に、働き⽅改⾰とサステナビリティ―との関係を探ってみたいと思う。

岡藤が故⼈のご霊前で「この会社を⽇本で⼀番いい会社にしてみせる」と誓い、それを全社員と
共有したと、申し上げた。

しかし、⽇本⼀良い会社というのはどういう会社なのだろうか。時価総額なのか。利益なのか。
その定義はない。しかしながら、昨今ではサステナブルで持続可能な会社が良い会社だと
いうことに、ノーと⾔う⽅の少ない世の中になってきた。
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2023年卒の⼤学⽣の就職⼈気企業ランキングの主要７媒体の調査結果が出揃った。

当社は有り難いことに、この全てで商社1位、内、⾚字で表⽰した4媒体では全業種の中で
1位となった。学⽣が企業を選ぶ時には何をもって選ぶのだろうか。給料が良い、海外で
活躍できる、やはり、この先⾃分の⼈⽣を何⼗年間か賭するに値する企業、つまり、
「持続可能な会社」を選ぶのではないだろうか。
さすれば、少なくとも当社は、学⽣の⽬から⾒て、one of the most sustainable companiesに
近ついているのではないかと思う次第である。
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これは先般判明した事実である。当社⼥性の出⽣率の変化を現したもの。奇しくも、2010年
の社内託児所設置から始まる当社の働き⽅改⾰や健康経営に呼応し⼤きく伸⻑しており、
2022年3⽉末時点で1.97を記録した。これは国の1.33、東京都の1.13を⼤きく上回るもの
である。特に朝型勤務制度導⼊時から、弾みがついた形となった。

とかく男社会と思われがちな商社ではあるが、⼥性が⼊社しライフイベントを迎えても、仕事との
両⽴を諦めることなく、働き続けることが出来る当社の持続可能性を⽰すものではないかと
考えている。⼥性にとってもジェンダー平等で働きやすい環境設定が為されている証の⼀つでは
ないかと思う。志のある⼥⼦学⽣には、積極的に当社に応募頂きたいと願う。
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こちらは外部評価機関からの直接的な評価である。これは働き⽅改⾰⾃体を評価するもの
ではないが、DJSI含め多くの評価機関から商社1位の評価を頂くことが出来た。

これまで披歴したように、当社の働き⽅改⾰をサステナビリティの視点から⾒た時、その特徴は
何かと問われれば、それは⼤きく⾔うならば、当社の改⾰は「企業理念「三⽅よし」を体現した
現場主義に貫かれていること」ではないかと考える。

サステナブルな企業とは、世の中の激しい環境変化に臨機応変に対応して⾏くレジリエンシーを
備えていなくてはない。⼤きな環境変化に繋がる些細な変化へ、最も適切に対処できるのが
現場主義だと思う。これはサステナブルな企業としては重要なことである。サステナブルな企業を
⽀えているのは、社会還元意欲のある、現場の⼀⼈ひとりの商⼈達であり、彼等の取組みが、
会社を成⻑させ、社会モデルともなり、結果として世の中の持続可能性を⽣むことに繋がるのだ
と考えている。

昨今、サステナブルな取り組みと⾔えば、とかくクリーンエネルギーなどの⼤きな話に⽬が⾏きがち
ではあるが、当社は資源に重点を置くほかの商社と異なり、⼀般の⼈々の⽇々の⽣活の中に
その軸⾜があり、そのマーケット全体を広い意味で緑化して⾏くことが出来ればと願っている。
それが、「三⽅よし」を企業理念に据える当社流の「働き⽅改⾰」の⽅向性であり、企業価値を
向上させるやり⽅でもあると考える。
今後も現場主義を徹底し、企業価値を拡⼤していく。
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【以下、村⽊社外取締役説明】

国のマクロ的視点に⽴つと、働き⽅改⾰や⼥性の活躍が本格的に議論され始めたのは、
ここ10年と考える。少⼦⾼齢化により社会保障の負担が膨らみ、将来にツケを残すような⼤きな財
政⾚字を抱えるようになったのが背景。

当時、実施したことは消費税の引上げや、社会保障制度の給付の重点化・
制度運営の効率化という、⼤変厳しい改⾰であった。
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当時、この改⾰は「痛みを伴う改⾰」と呼ばれ、改⾰の必要はあるが、何度も出来ない、
いつまでもこの様な⾟い改⾰は出来ないということが⾔われていた。

どうすればより、前向きな改⾰が出来るかという議論をした際に、注⽬をされたのが
⼥性の活躍であった。働き⼿であり、社会保障の⽀え⼿である⼥性の活躍をしっかり
⽀えると共に、将来の⽀え⼿である⼦供も増える政策を取れないかということになった。
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当時、政府が注⽬したのが、上記のグラフ。特に、右側のグラフをご覧頂きたい。
横軸は⼥性の就業率を⽰しており、右に⾏くほど⼥性が働いている国となる。
縦軸は出⽣率を表している。
⼥性が多く働いている国の⽅が、出⽣率が⾼いことが⾒てとれる。
⼥性が活躍し、かつ、出⽣率が⾼い国があるということが、⾮常に衝撃的であった。
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なぜ、⽇本では⼥性が活躍し、⼦供を⽣むことが出来ないのか。
何が阻んでいるのか。議論の中で、「職場全体の働く時間が⻑いこと」、「職場の雰囲気」が
⼤きな要因であることが分かってきた。
皆が⻑時間働いている中で、⼦供のために帰るということが⾮常に⾔い難いことだと分かったのである。

⼥性活躍を推進（⽀え⼿を増やす）するためには、男⼥共に働き⽅を改⾰しなければならないとい
うことが、漸く⾃覚されてきていると考える。
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もう⼀つ注⽬したデータが上記の表である。左のグラフは、6歳未満の⼦供がいる家庭での
1⽇あたりの夫の家事・育児時間であり、⽇本の平均は1時間23分である。
⼀⽅、欧⽶での平均は2時間、3時間が当たり前になっている。つまり、2⼈で働き、
2⼈で⼦育てをする共働きモデルに、欧⽶は転換していることを意味している。
斯様な国が、先程、ご覧頂いたように⼥性の労働⼒率も⾼く、
出⽣率も⾼いことが分かってきた。

真ん中のグラフは、⽇本のデータで、下に⾏くほど男性が家事・育児を⾏う家庭である。⻘い部分は、
⼥性が仕事を続けた割合である。

更に興味深いのが⼀番右のグラフである。下に⾏くほど男性が⼟⽇に家事・育児を⾏う家庭で、⽩い
部分が2⼈⽬以降の⼦供が⽣まれた割合である。

⽇本がサステナブルであるためには働き⽅改⾰を避けては通れない、ということまでは、
マクロ的視点からも分かったのだが、個別の企業に⼤胆に働き⽅改⾰をやって頂けるか、
⾮常に悩ましかった。そのような時に発表された、伊藤忠商事の「朝型勤務」は、
政府にとっても⾮常に衝撃的であり、やっと働き⽅改⾰を本気でやる企業が現れたと
思ったことを覚えている。
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伊藤忠商事のデータで、最近、感⼼をしたデータが2つある。

1つ⽬は、伊藤忠商事の共働き⽐率である。左側が2000年度、右側が2021年度で、まさに伊藤
忠商事の社員は、共働きになっているということ。どのようなライフスタイルを選び、
どのように仕事と家庭を両⽴し、両⽅をエンジョイできるか、ということが重要である。
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2つ⽬は、仕事と育児の両⽴に何が影響を与えたか、未就学児のいる⼥性社員にアンケートを⾏った
グラフである。⼦供が⽣まれた後も就業継続した⽅々から聞こえてきたのは、
働き⽅改⾰が有り難かった、そして、職場の雰囲気がとても⼤事だった、ということだった。

マクロ的な分析と全く同じ結果が出ている。結局、男⼥共に働き⽅をしっかり改⾰をすることが、社員
の仕事、そしてプライベートライフの両⽅の満⾜度を上げることに寄与しているのだろう。

⼩林CAOの話にもあった通り、働きやすい会社は⾮常に⼤事ではあるが、それに加えて、
働きがいもある会社、両⽅を備える会社に、伊藤忠商事が今後⼀層なっていけるかを、
社外取締役として、しっかりモニタリングしていきたいと考えている。
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